
■　第2次総合計画

教育委員会事務局

１．総合計画で掲げている目的など

【参考】施策に関連する個別計画

平成21年～
平成30年

平成27年度～
平成36年度

# # # # # # # # # # #

２．行政の主な取組と構成事務事業一覧

行政の主な取り組み

↓

 事務事業名称・事業内容（実績）

①　人権学習の推進

1

②　人権啓発の推進

2

3

③　人権尊重の総合行政の推進

4

5

④　犯罪被害者への支援

6

1

2

【参考】総合計画で掲げている市民等の役割

施策評価・進捗管理調書（内部評価結果）
基本方針（政策） 8 参加と協働でいきいきと活躍できる環境を築きます 所管部局 所管部局長の氏名

計画項目（施策）
24 人権を尊重するまちづくりの推進

市民部 石嶋　政博

吉岡　喜代和

<施策分野> ＜人権＞

施策の目的 　すべての市民の人権が尊重され、差別や偏見のない地域社会を築きます。

施 策 方 針
（め ざす姿 ）

　市民一人ひとりが自らの課題として、人権尊重の理念を深め、人権が尊重される社会の実現に向けて主体的に取り組んでいけるように、
人権学習や相談体制の整備を進めます。

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

京丹後市いじめ防止等基
本方針

国、府、学校、地域社会、家庭及びその他の関係者が連携のも
と、社会総がかりでいじめの問題の克服に向けて取り組むととも
に、いじめ防止対策推進法第12条の規定に基づき、いじめの防
止、いじめの早期発見及びいじめへの対処のための対策を総合
的かつ効果的に推進するために策定

平成26年6月
策定から3年経過を目途に見
直し

京丹後市人権教育・啓発
推進計画

人権教育・啓発に係る施策を総合的かつ計画的に進めるための
基本的指針として策定

平成21年3月

京丹後市教育振興計画

子どもたちの社会を生き抜く力、心の豊かさを育み、市民が生涯
を通して主体的に学びあうことのできる環境づくりを目指し、本市
における教育の振興のための施策に関する基本的な計画として
策定

平成27年3月

計画期間の定
めなし

H26決算額 H27予算額 根拠
法令

財政
負担

単独
事業

事業
種別

施 策
貢献度

今後の
方向性担当課 （一般財源）

予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

○ 「京丹後市人権教育・啓発推進計画」に基づき、人権問題について正しい理解と認識を深めるため、身近な場での学習機会を提供します。
○ 人権問題に関する学習活動を促進するため関係機関・団体と連携し、指導者等の育成を図ります。

○ あらゆる施策に人権尊重の視点が反映される総合行政の推進を図ります。

(749)

813         749         市規
定

単費 ○
サー
ビス

723         
義務

府・
一部

含む
人権教育事業 社会教育課 575         

○ 人権の花運動や人権啓発事業など、京丹後市人権啓発推進協議会や京丹後人権擁護委員協議会等関係団体と連携して、人権啓発活動の推進に
努めます。

人権啓発推進事業 市民課

現状維
持人権教育講演会等を実施(子ども映画会3会場、講演会2回)、障害者交流研修会を開催(2回) (456)

－ A

A
現状維

持人権啓発事業として、人権啓発映画会・みんなのつどい・人権の花運動等を実施 (472)

1,860       859         
義務

府・
一部

含む －

1,770       国規
定

単費 ○
人権啓発推進団体等負担金 市民課 1,770       

法律相談事業 市民課

現状維
持人権啓発推進団体に対して負担金を交付(市人権啓発推進協議会ほか) (1,770)

サー
ビス

A

A
現状維

持京都弁護士会に委託し無料法律相談を実施(年4回)、丹後法律相談ｾﾝﾀｰの運営補助

2,695       
なし

府・
一部

含む
市民相談事業 市民課 2,385       

○ 犯罪被害者等への迅速な支援に向けて、京丹後市寄り添い支援総合サポートセンター、京丹後警察署、京都府犯罪被害者サポートチーム、京都犯
罪被害者支援センター、地域社会等と連携した相談機能と連絡体制の充実に努めます。
○ 警察からの情報提供に基づき、京丹後市犯罪被害者等支援連絡会議を開催し、支援に関する施策の検討及び調整を行います。
○ 犯罪被害者等の支援ニーズに応じた支援対策を講じます。
○ 犯罪被害者等支援制度の周知に努めます。

犯罪被害者等支援事業 市民協働課

現状維
持市民相談室、多重債務相談支援室を設置し市民の悩みやﾄﾗﾌﾞﾙ解決を支援(市民相談143件、多重債務相談50件) (339)

サー
ビス

A

計
7,497       7,253       

(4,243)

S 拡大
生命(いのち)のﾒｯｾｰｼﾞ展を開催 (457)

94           457         国規
定

単費 ○
サー
ビス

市 民 等 の
役 割

① 人権学習などへ積極的に参加します。
② 人権に関する正しい理解と認識を高め、人権尊重理念を深めます。

ＤＯ ＣＨＥＣＫ 

ＰＬＡＮ 
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【参考】個別計画で掲げている目標値

京丹後市教育振興計画

３．総合計画で掲げている施策方針（めざす姿）とめざす目標値

４．施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５．施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６．今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成28～30年度までの3か年の主な取組）

指標名 説明・備考 単位
計画作成時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

小学校 - 386件/12.7％ H25 431件/14.7％ Ｈ26 減少させる H36

中学校 - 189件/10.2％ H25 108件/6.0％ Ｈ26 減少させる H36

Ｈ26 100% H36

中学校 - 181件/95.8％ H25 105件/97.2％ Ｈ26

小学校 - 357件/92.5％ H25 431件/100％

100% H36

小学校 ％ 97.0 H25 95.0 Ｈ26 増加させる H36

中学校 ％ 90.9 H25 93.8 Ｈ26 増加させる H36

Ｈ26 増加させる H36

中学校 ％ 90.8 H25 94.0 Ｈ26

小学校 ％ 93.8 H25 93.3

増加させる H36

人権学習会等の開催回数 回 9 H26 20 H26 12 H36

小学校 ％ 94.4 H25 94.4 Ｈ26 増加させる H36

中学校 ％ 95.2 H25 97.0 Ｈ26 増加させる H36

指標名 単位
計画作成時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

歳出抑制（歳入確
保）の考え方

区分 No. 具体的内容
説明（特定財源名、
補完・代替措置等）

いじめの認知件数/発生率

認知されたいじめの年度内解消率

いじめはいけないことだという意識がある児
童生徒の割合

学校のきまりや規則を守る意識がある児童
生徒の割合

1
「京丹後市人権教育・啓発推進計画」（31～40年）策定
するため、人権に関する市民意識を把握する（市民意
識調査の実施）

平成29年度実施予定

◎

○

　人権が尊重される社会の実現に向けて、市民一人ひとりが自らの課題として主体的に取り組んでいけるように、
人権尊重の理念を深めるための啓発・教育事業を継続するほか、各種相談事業により相談支援の取組を進めて
いる。
　また、人権教育・啓発事業の参加者については、参加者数の伸び悩みや固定化傾向がみられるものの、平成26
年度は、高齢者大学で人権の取組に注力したことなどから、目指す目標値に掲げる指標（3項目）のうち、2項目に
おいて目標値を上回る結果となった。
　以上のことから、「予定どおり進んでいる」と判断する。

○

▲

×

施策方針（めざす姿）に対する主な成果（アウトカム） 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

進捗状況区分 評価 理　　由

1,200 H36

街頭啓発活動件数

施策方針
(めざす姿)

○ネットによる人権侵害など近年の社会情勢の変化に伴い生じた新たな人権
問題も含めたさまざまな人権課題について、講演会等多様な学習機会を提
供し、人権意識の向上に寄与することができた（参加者数:人権教育講演会
［2回］延べ460人、子ども映画会［3会場］延べ102人、視覚障害者交流研修
会延べ21人、聴覚障害者交流研修会延べ31人）。
○人権啓発イベントや各種関連事業を実施し、参加者に人権尊重思想の普
及啓発を図ることができた（参加者数:人権啓発総合イベント「みんなのつど
い」280人、人権講演会50人、人権啓発映画会230人、人権の花運動・人権教
室94人［保育所1園、小学校2校］）。
○各種相談事業の開催により、日常で発生する問題解決支援を求める市民
ニーズに応えることができた（相談件数:無料法律相談［4回］31件、市民相談
143件、多重債務相談50件）。

施策展開の考え方

2
人権尊重の理念を深めるための教育や啓発について、
一人でも多くの人に参加してもらえるよう工夫しながら
取組を進める。

人の気持ちが分かる人間になりたいと思う
児童生徒の割合

件 2 H26 2 H26 6 H36

人権学習会等への参加者数 人 1,000 H26 1,908 H26

○人権教育及び人権啓発事業の参加者数の伸び悩みや参加者の固定化
傾向がみられるため、講師の選定や開催時期・開催形式の工夫、地域性・
時代背景に即したタイムリーなテーマを提供するなど、市民等が参加しやす
い事業の企画や関係団体との連携、積極的な広報活動を行い、参加者の増
加を図ることが必要である。
○潜在する日常的な悩みを一人で抱え込むことのないよう、市民に対し各事
業の周知を図るとともに、関係機関との連携を深めることで掘り起しにつなげ
ていく必要がある。

　市民一人ひとりが自らの課題として、人権尊重の理念を深め、人権が尊重される社会の実現に向けて主体的に取り組んでいけるように、人権
学習や相談体制の整備を進めます。

め ざ す
目 標 値

ＡＣＴ 

ＣＨＥＣＫ 

ＣＨＥＣＫ 
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○人権教育講演会等

・子ども映画会（3会場・延べ参加者　102人）

　　日時等　 平成26年8月16日　丹後地域公民館･峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ･久美浜庁舎

　　上映映画 「サマーウォーズ」

・講演会（参加者　350人）

　　日時等 平成26年8月18日　京都府丹後文化会館

　　演　題 「京都府の人権教育の歩みと今後の課題」

　　講　師 中村 満（前京都府人権教育研究協議会会長、井手町教育委員会）

・講演会（参加者　110人）

　　日時等 平成27年3月3日　アグリセンター大宮

　　演　題 「インターネットと子どもの人権～子どもを守る大人の役割～」

　　講　師 神月 紀輔（京都ノートルダム女子大学　教授）

○障害者交流研修会

・視覚障害者交流研修会（参加者21人）

　　日時等 平成26年6月25日　峰山地域公民館

　　内　容 ﾊｰﾌﾞｶﾞｰﾃﾞﾝ見学、小物作り、大人の読み聞かせ、ﾏﾘﾝﾊﾞ音楽鑑賞

・聴覚障害者交流研修会（参加者31人）

　　日時等 平成26年10月17日　アグリセンター大宮

　　内　容 カローリング体験、和紙人形作り体験

○その他事務費

　・普通旅費、消耗品費

事 業 所 管 課 教育委員会事務局／社会教育課

評
価
・
課
題
等

○各種の人権講演会を開催するとともに、各地域でも啓発用の視聴覚教材を活用した人権
学習会を実施し、人権意識の高揚を図った。
○人権教育は、必要課題であるが一般的に参加者を募集するのが難しい傾向にある。講師
の選定や開催時期を工夫したり、市内の各種団体や組織の連携を図ったりするなど、一人
でも多くの市民に人権について考えていただく機会を提供することが必要である。

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業費補助金（1/2） 238千円

59千円

42千円

575千円 672千円 97千円 85.5 % 699千円

目
的

　人権問題についての正しい理解と認識を深め、人権尊重の精神の涵養を図ることを目
的とする。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　人権に関する多様な課題について、住民の学習機会の拡充と身近で気軽に参加するこ
とができる効果的な学習・啓発事業を実施した。

474千円

人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率 （参考）当初予算額

総合計画 基本方針 Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 ③

細事業名 01 人権教育事業 決算書 Ｐ.352

予算科目 10教育費 05社会教育費 01社会教育総務費 12人権教育事業
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○人権啓発総合イベント「みんなのつどい」 千円

（H26.11.29アグリセンター大宮）参加者280人

・報償費（人権作文朗読、要約筆記･手話通訳等） 千円

・消耗品費（資料用袋、事務用品） 千円

・印刷製本費（チラシ作成） 千円

・委託料（人権アニメ映画上映委託料、会場設営委託料） 千円

○人権講演会（H26.12.18峰山総合福祉センター）参加者50人 千円

・消耗品費、食糧費（資料用袋、事務用品、講師お茶代） 千円

・印刷製本費（チラシ作成） 千円

・委託料、使用料（講師派遣委託料･講演会花代） 千円

○人権啓発映画会（H26.8.30ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ大宮）参加者230人 千円

・消耗品費（資料用袋、事務用品） 千円

・印刷製本費（チラシ作成） 千円

・委託料（映画上映委託料） 千円

○人権の花運動･人権教室の開催（保育所1園･小学校2校　94人） 千円

・消耗品費（球根、培養土、鉢、額縁、記念品等） 千円

・通信運搬費（球根等配送料） 千円

○その他 千円

・旅費（職員研修等） 千円

・消耗品費（啓発物品作成1,000個、啓発カード代等） 千円

・印刷製本費、通信運搬費（啓発冊子1,000冊、送料） 千円

予算科目 03民生費 01社会福祉費 01社会福祉総務費 05人権啓発事業

細事業名 01 人権啓発推進事業 決算書 Ｐ.132

人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率 （参考）当初予算額

総合計画 基本方針 Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 ③

247

574

4

1,860千円 1,954千円 94千円 95.1 % 1,905千円

目
的

　一人ひとりの人権が尊重される社会の実現に向け、講演会等人権啓発イベントを実施
することで、人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

146

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金（10/10） 68千円

231

67

503

288

5

67

216

70

64

6

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　人権尊重思想の普及啓発及び、人権問題に対する正しい認識を広めることを目的とし
て、人権啓発映画会、人権啓発総合イベント、人権講演会、人権の花運動等を実施した
。

482

81

8

446

114

101

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業補助金（1/2） 782千円

評
価
・
課
題
等

○啓発イベントや各種の関連事業を実施し、参加者に対して人権尊重思想の普及啓発を図
ることができた。
○全般的に人権啓発事業の参加者数の伸び悩み、参加者の固定化傾向がみられる。開催時
期や開催形式の工夫、地域性・時代背景に即したタイムリーなテーマを提供するなど、市
民や市民団体が参加しやすい事業を企画し、積極的な広報活動を行うことで、参加者の増
加を図り、人権尊重意識を広く普及していく必要がある。

事 業 所 管 課 市民部／市民課

- 4 -



○人権啓発推進団体負担金 千円

・京丹後市人権啓発推進協議会等負担金 千円

・京丹後市人権擁護委員協議会負担金 千円

・京丹後市保護司会負担金 千円

・社会を明るくする運動「市民のつどい」負担金 千円

Ｐ.132

予算科目 03民生費 01社会福祉費 01社会福祉総務費 05人権啓発事業

総合計画

細事業名 02 人権啓発推進団体等負担金 決算書

目
的

　市内各人権啓発推進団体の活動を支援することで、各団体が行う人権啓発事業を通じ
て市民の人権問題に対する理解や意識の向上を図る。

基本方針 Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 ③ 人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率 （参考）当初予算額

1,770千円 1,770千円 0千円 100.0 % 1,770千円

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

人権啓発の推進活動を行う団体へ負担金の支出を行った。

1770

900

　　主な活動：講演会の実施、街頭啓発等の人権啓発事業への協力･参加
　　　　　　　本会加盟団体等が行う人権啓発事業への支援。

60

　　主な活動：7月の強調月間に「市民のつどい」を開催し、中学生作文朗読
　　　　　　　や更生保護に関する映画を上映している。

　　主な活動：人権相談、SOSミニレターによるいじめ対策、人権の花運動な
　　　　　　　ど。

330

　　主な活動：更生保護活動、犯罪予防活動など。

480

事 業 所 管 課 市民部／市民課

評
価
・
課
題
等

　人権啓発推進団体の活動が活性化されたことで、各団体の取組を通じて人権問題に対す
る市民の理解や意識の向上が図られた。

主
な
財
源
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○旅費（職員出張旅費） 千円

○委託料 千円

・無料法律相談委託料：京都弁護士会（年間4回、市内4か所を巡回し実施）

○補助金 千円

・丹後法律相談センター運営補助金

（京都弁護士会による運営事業費合計額　8,322千円）

峰山町 相続･登記 峰山町

大宮町 金銭貸借 大宮町

網野町 離婚 網野町

丹後町 交通事故 丹後町

弥栄町 土地･家屋 弥栄町

久美浜町 行政･人権 久美浜町

契約 他市町

その他

※相談受付は1回あたり9件まで ※与謝野･久美浜は1月～3月の実績 合計 件

予算科目 02総務費 01総務管理費 01一般管理費 07法律･市民相談事業

細事業名 01 法律相談事業 決算書 Ｐ.78

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　京都弁護士会に弁護士派遣を委託し、市民を対象に、市内4か所で年4回の無料法律
相談を人権相談、行政相談と併せて実施した。
　また、京都弁護士会が開設する丹後法律相談センター（大宮相談所･宮津相談所･与謝
野臨時相談所･久美浜臨時相談所）の運営費として、京都府、京丹後市、宮津市、与謝
野町、伊根町からそれぞれ補助金を交付した。

3

278

532

人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率 （参考）当初予算額

総合計画

813千円 835千円 22千円 97.3 % 835千円

目
的

　日常生活で発生する法律上の専門知識が必要な問題について、弁護士による相談窓口
を開設することで市民の悩みやトラブル解決の一助とする。

（単位：件）

町別

基本方針 Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 ③

相談内容 町別
大
宮

宮
津

与
謝
野

0

久
美
浜

＜無料法律相談＞ （単位：件） ＜丹後法律相談センター＞

1 2

相続 11

0

3 7 19 4 0

7 2 18

7 1 1

相談内容
大
宮

宮
津

与
謝
野

久
美
浜

0金銭貸借 20 12 3

0

交通事故 21 1 0 0

0 離婚･離縁 20 10 3 0

相隣関係 30

4 6 13 1 1

2 0

7 1 5 0 0 2

07 3 6 1 0

3 2 5 2 2

190

0

1
46 53 9 0

消費者被害 3

計

労働問題 4 2 1

31 31 112 62 14 2 計 14 2

0 0 0

9 その他 30 28 6 1

112 62

事 業 所 管 課 市民部／市民課

評
価
・
課
題
等

　法律相談の実施により、法律問題について専門的な指導助言を必要とする市民の要望に
応えることができた。

主
な
財
源

計 計
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○共済費（社会保険料、雇用保険料、臨時職員　1人） 千円

○賃金（臨時職員　1人） 千円

○旅費（職員出張旅費） 千円

○需用費 千円

（消耗品費、コピーチャージ料、公用車燃料費、公用車修繕料）

○役務費（携帯電話使用料、公用車保険料　等） 千円

○使用料（コピー機借上料） 千円

＜市民相談＞ ＜多重債務相談＞

峰山町 生活関係 峰山町

大宮町 家庭関係 大宮町

網野町 健康関係 網野町

丹後町 人間関係 丹後町

弥栄町 契約関係 弥栄町

久美浜町 資産関係 久美浜町

市外 仕事関係 市外

住所不明 その他

Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 ③

予算科目 02総務費 01総務管理費 01一般管理費 07法律･市民相談事業

細事業名 02 市民相談事業 決算書 Ｐ.78

主な内容 件数 町別 件数町別

人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率 （参考）当初予算額

総合計画

2,385千円 2,585千円 200千円 92.2 %

件数

2,585千円

目
的

　日常生活で発生する問題や要望などについて、専任相談員による相談窓口を設置し、
関係機関と連携をとりながら、市民の悩みやトラブル解決の支援を行う。

基本方針

39 24 12 債務相談 45

主な内容 件数

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　寄り添い支援総合サポートセンター内において市民相談室及び多重債務相談室を設置
し、相談員が市民からの相談を受け傾聴やアドバイスを行った。また、弁護士事務所等
と連携して多重債務問題解決の支援活動を行った。

294

1,745

12

214

77

43

32 26 9 金銭トラブル 4

31 19 16 その他 1

12 18 2

7 12 2

8 6 6

8 9 3 　

計 計 計

消費者行政活性化事業補助金（10/10） 2,039千円

6 29

143 143 50 計 50

事 業 所 管 課 市民部／市民課

評
価
・
課
題
等

○多重債務相談は、平成22年度の改正貸金業法の完全施行により、開設時の平成19年度
（232件）に比べ2割程度まで減少しているが、債務整理後の生活再建を支援した。
○「寄り添い支援総合サポートセンター」として福祉事務所地内に相談窓口を一本化した
ことで、福祉関係との連携もスムーズとなり、市民の利便性の向上が図られた。

主
な
財
源

府補 緊急雇用対策基金事業費補助金（10/10） 344千円

府補

- 7 -

○委託料

・生命（いのち）のメッセージ展の開催（みんなのつどいと同時開催）
（アグリセンター大宮、H26.11.29、参加者数280人）

○職員旅費

・犯罪被害者支援連絡協議会総会（京都市）

・犯罪被害者支援施策市町村担当者研修会（京都市）

・犯罪被害者支援センター主催出前講座（舞鶴市）

・犯罪被害者支援センター北部拠点に関する懇談会（舞鶴市）

・犯罪被害者支援センター主催出前講座（福知山市）

65千円

29千円

評
価
・
課
題
等

○他事業との同時開催を行うことで、多数の参加者を集うことができ、生命（いのち）の
大切さを改めて実感していただくことができた。
○市民への周知・啓発活動を更に行い、犯罪被害者等に対する市民の理解を深めていくこ
とが必要である。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

事 業 所 管 課 市民部／市民協働課

主
な
財
源

目
的

　各種施策を実施し、犯罪被害者等についての理解を深めるための啓発を行うとともに
、犯罪にあわれた市民やその家族などの被害の回復及び軽減を図る。

人権の尊重

決算額 ① 最終予算額 ② 不用額 (②－①) 執行率

94千円 95千円 1千円 98.9 % 481千円

（参考）当初予算額

③

細事業名 01 犯罪被害者等支援事業 決算書

総合計画 基本方針 Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目

Ｐ.110

予算科目 02総務費 01総務管理費 13諸費 03犯罪被害者等支援事業
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